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１．はじめに

筆者はこれまで学校におけるICT（情報通信技

術、Information and Communication Technology）
活用の推進方策について研究してきた。そして

ICT活用推進上の課題を、筆者のこれまでの研

究・実践をもとに、図１のように整理している
(1)
。すなわち、ICTを活用するために大切なこと

は、各教員が利用したいという意識を持つように

なることであり、そのためには、①機器・教材・

環境の整備、②教員のICT活用指導力の向上、③

適切な活用法の研究・実践・提示、④教員研修、

⑤校内の活用体制の確立、⑥管理職の理解とリー

ダーシップが必要であり、さらに一方で⑦教員養

成段階におけるICT活用指導力の育成が必要であ

ることを明らかにしている。

このうち③の「適切な活用法の研究・実践・提

示」については、これまでも述べてきたところで

あるが、本稿ではこの点に関して、ICT活用にお

いて今後特に留意したいこと、また今後に期待さ

れることを、ICT活用推進上の課題としてまとめ

て述べることにする（注1）。その要点は、(１)ICT
活用と直接体験との調和、(２)学びのツールとし

てのICT活用、(３)教師による工夫の必要性、の

３点である。

２．ICT活用と直接体験との調和

２－１ 直接体験の必要性

現在学校では教育の道具として「ICTの活用」

が推進されているわけであるが、それ以前は「コ

ンピュータの利用」とされていた。さらにその流

れを遡ると「視聴覚教育」と言われていた時代が

あった。これは映画やテレビやラジオ、あるいは

OHP、スライドなどの視聴覚教材を活用した教育

である。これらを時系列的に一つの流れに納め

ることには議論があるかもしれないが、筆者の経

験でいえば概ね図２のように表すことができよ

う。

堀田・木原による「我が国における教育の情報

化に関する主たる整備計画・関連政策」
(2)
や文部

科学省の資料
(3)
などを参考にして、コンピュータ

利用とICT活用をあえて年代で分ければ、前者は

1985年度～1989年度の教育方法開発特別設備費に

よるコンピュータ整備で本格的にスタートし、後

者は2000年度～2005年度の第三次コンピュータ整

備計画によっていると考えられる。特に第三次コ

ンピュータ整備計画は、すべての教室でインター

ネット接続を可能にすることが特徴であり、ITと
いうよりもコミュニケーションを含めたICTに主

眼を置いた活用が前面に出されている。

さて、このような流れを振り返った時に、筆者

はICT活用の良さを認めつつ、一方では図２に示

したような危惧を抱くものである。

すなわち、「視聴覚教育」の時代には視聴覚教

材の活用と直接体験（実体験）とがほどよく調和

した形で取り入れられていたのに対して、現在の
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図１：ICT活用を推進する際の課題
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ケーションが相対的に減少し、また紙媒体が軽視

されがちになっていることである。

このことを考察するとき、筆者はいつも図３の

「経験の円錐」
(4)
を元にしている。これは周知の

通り、人間の経験を直接的目的的体験から言語的

象徴まで段階的に円錐の形に分けたものである。

自分がこれまでどのように学習してきたかを振り

返ってみると、確かに各段階のどれかの経験に

よっていることがわかる。この中で具体的でわか

りやすいのは直接的目的的体験であるが、だから

といってたとえば小学校６年間、中学校３年間と

いうような限られた期間内に一定の内容を学ぶ場

合、すべてを直接体験で学ぶというわけにはいか

ない。そのため各段階のどれかを適切に取り混ぜ

ながら学んでいるわけである。

その中で視聴覚教材で学ぶことは、その中間に

位置している。映像によって学ぶことは、直接体

験ほど具体的ではないが言葉だけで学ぶよりは具

体的であり、具体的な経験と抽象的な経験との間

に位置するものである。そこに視聴覚教材を使う

ことの意義がある。

かつて視聴覚教育の時代には、上述のことが念

頭に置かれ、直接体験と視聴覚教材による学習が

適切に組み合わされていたと思われる。ところ

が、ICTが普及してくると、その優れた特徴、す

なわちマルチメディア性、双方向性、操作性、加

工性などから、それに頼りすぎた学びになる傾向

があるように思われる。直接体験しなくても映

像・音声でいろいろなことを知ることができる

し、しかもその映像はネットワークの双方向性を

利用することによって学ぶ者の要求に応じて、適

切かどうかは別として容易に提示される。しかも

その操作は簡単であり、ディジタル化されている

ので、加工も容易である。このことに頼りすぎて

しまい、直接体験がおろそかになってはいないだ

ろうか、それが筆者の危惧である。

たとえば、牛について知る時、動物図鑑や映像

で大きさ、色などの様子は得ることができる。し

かし、やはり動物園や牧場で牛を実際に見て、鳴

き声を聞き、臭いをかぎ、肌をさわってという五

感による体験をしなければその本物の存在感を感

じ取ることはできない。さらに、人は直接体験に

よってこそ、心底から喜び、悲しみ、驚き、怒

り、感動する。そこに直接体験することの意義が

ある。今後ますます学校での学習内容が多くなっ

て、効率性が求められ、その結果ICT活用に頼り

すぎ、直接体験が減らされることがないだろう

か。そういうことがないように、直接体験との調

和がとれた適切なICT活用を期待したい。

２－２ 情報活用能力の意義

このことに関して、「情報活用能力」の意義に

ついて再考しておきたい。情報活用能力は周知の

ように「情報及び情報手段を主体的に選択し、活

用していくための個人の基礎的な資質」
(5)
（下線

部は筆者による）である。具体的には図４に示し

た情報活用を行う能力であると言える。

図２：視聴覚教育からICT活用への流れ

図３：デールの経験の円錐

図４：情報活用能力
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ここで留意しなければならないことは、上述の

定義にあるように「情報」の活用能力と「情報手

段」の活用能力は区別されるものであるというこ

とである。情報活用能力というととかく「情報手

段」（メディア）の活用能力に目が行きがちであ

るが、「情報」の活用能力も大切である。すなわ

ちどのような「情報＝内容」を収集し、その適切

さをどのように判断し、どのように利用し、発信

するかという能力である。この「情報」は日常に

おいてはテレビ、ラジオ、インターネット等のい

わゆる情報機器から得られるものが多く、それを

意識しがちであるが、実際はそこからの情報だけ

ではなく、五感を通して直接体験によって得る情

報も多い。効率性だけを重視して情報機器からの

情報に頼りすぎることがないように、五感を使っ

た情報活用をしたいものである。

同様なことは「直接コミュニケーションの減

少」という問題にもつながる。メールやSNS等の

普及により人間同士が直接語ったり、意見交換し

たりする機会が少なくなっている。メールやSNS
等はだれでも情報発信できること、迅速に伝えら

れること、記録に残ることなどいい面も多々ある

が、一方では様々な問題やトラブルも生じている

ことは周知の通りである。このことについてはこ

れ以上言及しないが、やはり人と人とが直接向か

い合って適切なコミュニケーションができるよう

に、家庭や学校でも教育していく必要がある。

また、紙媒体が軽視されがちなことも筆者は憂

慮している。たとえば新聞についていえば、青少

年（満10歳～満29歳）の新聞閲読時間調査によれ

ば、毎日０分の者が2001年11月の22.3%から2007

年３月の47.7%へと増え
(6)(7)

、我が国の新聞の発

行部数も減少しつつある
(8)
。また筆者の調査によ

れば
(9)
、大学生が新聞を読む割合は明らかに減っ

ており、その理由としては、「インターネットや

テレビから情報が得られる」ことが上位に挙げら

れ、原因はICT、特にインターネットの普及が一

因であることは容易に想像できる。

しかし、単に情報の入手だけであればそれで済

むかもしれないが、画面から得る情報と紙面から

得る情報とには違いがある。その一つは一覧性で

ある。新聞の場合紙面を広げることによって、見

たい記事以外の内容も目に入る。そのことで見た

い情報以外の有用な情報が併せて入る場合が少な

くない。またテレビと違い自分のペースで読める

という利点がある。

さらに、インターネットで得た知識と図書で得

た知識の違いについては、たとえば池上が「ネッ

トでバラバラに得た知識では、前後関係や因果関

係がわからなかったりして、意外と役に立たない

ことがあります。一方、本の形になっているもの

は、内容はピンからキリまであるものの、それぞ

れが一応、体系的に一つのまとまった世界として

内容を提示しようとしています。本を読むことに

よって、体系的に物事を知ることができるので

す。」
(10)

と述べているように、体系性の違いを指

摘できる。もちろん、新聞、テレビ、インター

ネット、図書等の各メディアにはそれぞれ特有の

長所、短所がり、それらを知った上で使い分けて

いくことが前述の情報活用能力、特に情報の収集

能力、情報の判断能力に該当するもので、今後

人々に涵養されて欲しい能力である。

なお、これらのことは「教育の情報化ビジョ

ン」（文部科学省、2011年４月）においても、「教

員が情報通信技術を活用して指導するに当たって

は、デジタル教科書・教材や情報端末の活用が、

実体験（実験や観察等を含む）や対面のコミュニ

ケーションの軽視につながらないよう、実体験と

リンクしながら学習が進行するように工夫する必

要がある。」
(11)

と指摘されている通りである。

３．学びのツールとしてのICT活用

３－１ 学習者にとってのICT活用の目的

ICT特にコンピュータやインターネットを利用

した学習では、先に述べたICTの特徴のうち、

「双方向性」が大きな利点となる。すなわち、情

報（学習内容）が一方的に提示されるということ

ではなく、情報が提示された後、それに対して利

用者が反応でき、さらにその反応に対応した情報

が即時に提示されるという双方向のやりとりが可

能なことである。

この利点を活かすことによって、ICTは教師の

「教えるツール（道具）」ということだけではな

く、学習者の「学びのツール（道具）」になる。
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本章では特に後者の面から整理してみる。

ICTを「学びのツール」として考える際に、こ

こでは新学習指導要領で謳われている「思考力・

判断力・表現力等の育成」という観点を取り入

れ、その観点にどのように役立つかを考える。

まず図５を説明する。これは木原の考え方
(12)

を

元に筆者が考察し図示したものである。すなわ

ち、学習者は思考し、それを表現する、またその

表現結果をフィードバックして、さらに思考し、

表現する。その時学習者は判断をしながら思考、

表現を行う。これらを行う際にツールが使われて

いる。それは黒板、ノート、ワークシート、ポス

ター用紙、パソコン、プロジェクタ、電子黒板、

書画カメラ、ビデオカメラ、タブレット、等々ア

ナログなものからICTまで様々なものがある。

そのツールの利用主体は教師か学習者か、ある

いはその両者かであるが、利用の際の学習者に

とっての目的を同図に示したA～Gに分類する。

さらにツールをICTに限定し、実際の活用場面に

この目的を当てはめてみたものが表１である。こ

れらはそれぞれ次のようなことである。

A.思考の材料を得るツール

授業でよくあるように、教師がパソコンを使っ

て教材を提示し、それを学習者が見るという場

合、それはパソコンが学習者にとっては思考の材

料を得るツールとなっている。

B.思考を補助するツール

学習者が自分の考え方をパソコンやタブレット

端末に書き込んで表すという場合、それはパソコ

ンやタブレット端末が思考を補助していることに

なる。

C.表現（制作）のツール

前述のBは表現のツールとも言える。また、美

術科でパソコンの描画ソフトを使ってデザインす

るという場合も思考し、表現するツールとなる。

D.発表のツール

前述のBで考えた結果を、電子黒板やプロジェ

クタで全員に対して発表する。あるいは、自分の

ノートに書いたことを書画カメラを使って発表す

る。また、調べたことをプレゼンテーションソフ

トでまとめて発表する。これらはICTが発表の

ツールとなっている。

E.評価のツール

保健体育で「跳び箱」の跳び方を学ぶ際に、ビ

デオカメラで撮影して記録し、即時に再生して自

分の跳び方を見て修正する、という使い方は自己

評価のツールとして使っている例である。

F.情報共有のツール

前述のDで自分の書いたものを書画カメラで発

表するという例では、発表のツールでもあるが、

それを見て教師や他の学習者が知るという意味

で、情報を共有するツールでもある。

G.コミュニケーションのツール

テレビ会議システムを使って別の学校の学習者

と会話するというのは、コミュニケーションの

ツールである。また、テレビ会議システムを使っ

て別の場所に居る専門家から自分達の作品に対す

る意見を聞くというような例は、コミュニケー

ションのツールであるとともに、評価のツールに

もなっている。

以上、ツールの目的をA～Gに分類したが、あ

ることに使った場合、単一の目的にだけ使われて

いるとは限らない。上述のように、発表すること

で情報共有になる、あるいは発表することで評価

にもなる、というように複数の目的を持つことも

少なくない。

表１に示した活用場面は、実際に授業でよくあ

る事例の一部を示したものであり、ほとんどの事

例も本表のような形で分類することによって、

ICTの利用目的を整理し客観視できる、というこ

とを示したものである。実際、筆者がある中学校

（ICT活用の研究校）の２年間の活用例を本表に

より整理したところ、「学習者に使わせる」こと

をより意図した２年目の方が、学習者主体の利用

が多い傾向にあることがわかった（注2）。

図５：思考・判断・表現とそのためのツール
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※この図は、文献(12)を参考にして園屋が作成
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３－２ 協働学習のツールとしてのICTの可能性

前節で「学びのツール」としてのICTについて

述べたが、「学びのツール」にするには、できる

だけ一人１台あるいは数人に１台のパソコンが必

要である。そのため文部科学省ではその方向で政

策を進めてきており、パソコン教室ではパソコン

が整備されそれが実現しているところが多い。

しかし、普通教室で一人１台のパソコンを使う

ことは、机の広さなど環境条件の制限から困難が

ある。一方、社会ではタブレットPCが最近急速

に普及していることは周知の通りである。タブ

レットPCは場所をとらず、タッチパネルでの操

作が可能などの特徴があるため、これを学校でも

導入すし、「学びのツール」とする動きが出てき

ている。

それに呼応した行政の動きとして、総務省が

2010年度から４年計画で「フューチャースクール

推進事業」を実施している
(13)

。これは、小学校

10校（2010～2012年度）、中学校８校及び特別支

援学校２校（2011～2013年度）を実証校として、

全児童生徒１人１台のタブレットPC、全普通教

室へのインタラクティブ・ホワイト・ボード（い

わゆる「電子黒板」等）の配備、無線LAN環

境、クラウド・コンピューティング技術の活用等

によるICT環境を構築し、主としてハード、イン

フラ、情報通信技術面の検証を行うものである。

一方、文部科学省は「学びのイノベーション事

業」
(14)

を、2011年度から上述の「フューチャース

クール推進事業」と同一の実証校で実施してい

る。この事業では主に、ソフト、ヒューマン、教

育面から検証している。そしてこれらの成果は、

2013年４月に「教育分野におけるICT利活用推進

のための情報通信技術面に関するガイドライン

（手引書）2013（小学校版及び中学校・特別支援

学校版）」の形で総務省から公表されている
(15)(16)

。

このガイドラインには、実証校での成果が種々

掲載されているが、とりわけ特徴的なことは「協

働教育」がキーワードになっていることである。

ガイドラインによれば
(15)

、「学校現場でICTを
効果的に利活用し、授業の双方向性が高まり、児

童がお互いに教え合い学び合う形態の教育手法」

を「協働教育（学習）」と定義し、その効果を調

べる実証研究が進められている。この協働教育の

表１：ICT活用の位置付け表

教師 学習者
Ａ

思考の
材料

Ｂ
思考の
補助

Ｃ
表現

（制作）

Ｄ
発表

Ｅ
評価

Ｆ
情報共

有

Ｇ
コミュニ
ケーショ

ン

1
教師がパソコンとプロジェクタで教材を
提示する

○ ○

2
学習者がパソコンやタブレット端末を使
い、自分の考えを書き込んで表していく

○ ○ ○

3
学習者がパソコンの描画ソフトでデザイ
ンをする

○ ○ ○

4
学習者が自分の考えた結果をパソコ
ン、書画カメラ、プロジェクタ等で発表す
る

○ ○ ○

5

保健体育で「跳び箱」の跳び方を学ぶ際
に、ビデオカメラで撮影して記録し、即時
に再生して自分の跳び方を見て修正す
る

○ ○ ○

6
テレビ会議システムを使って別の学校
の学習者と会話する

○ ○

No.

ICTの活用主体
者

学習者にとってのＩＣＴの位置付け

ＩＣＴ活用場面事例の一部

※以下に示した活用場面は、実際に授業でよくある事例の一部を示している。本表はどのような事例もこのように分類すると
　ICTの利用目的を整理してみることができる、ということを示したものである。

※○が該当部分であるが、一つの事例について、○が付いた部分だけが目的となっているとは必ずしも限らない。たとえば
　No.4では発表することで情報共有だけではなく評価につながるという場合もある。

学習者がＩＣＴを使って

思考しながら

表現している

ＩＣＴが表現のツール
にも評価のツールに

もなっている
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場面を支えるICTの具体的な特長として、以下が

挙げられている
(15)

。

① インターネット等を通じた豊富なデジタル

データ、写真や図表を使用した資料作成が可

能になり、ペン入力機能とキーボード機能に

より、自由自在な表現が可能になる。

② 児童のPC画面が無線LANを通じて教員の

PCに転送されるため、教員はリアルタイム

で児童の状況を確認しながら、指導すること

が可能になる。

③ グループでの話し合い等試行錯誤の過程で

資料の修正・追加・削除が自由自在になる。

④ 各々がタブレットPCでまとめた意見をイ

ンタラクティブ・ホワイト・ボードに転送し

て表示し、クラス全体での共有が可能にな

り、分割表示すれば比較も容易になる。

⑤ デジタル化により、保存・複製・加工も容

易に実現する。

これらの特長の中で、③と④はタブレットPC
ならではのものである。すなわち、タブレット

PCは、機器が小さいので、グループで作業する

際に机上に置いて使うのに適しており、それを囲

む形で学習者らが話し合い、入力する。しかも

タッチパネルなので指やペンで操作でき、話し合

いながら試行錯誤できる。通常のパソコンでは、

大きさや操作性からそうはできない。むしろ今の

子供達はパソコンよりもタブレットPCに早くか

ら接して慣れていて、その使用に抵抗がないのか

もしれない。

また、④に書かれているように、各々がタブ

レットPCでまとめた意見をインタラクティブ・

ホワイト・ボードにすぐに転送して表示する機能

があり、それによって、それぞれがどのように考

えたのかをクラス全体で見る、つまり共有するこ

とが可能になっている。その際、画面を分割して

それぞれの考えた結果を表示すれば、お互いの比

較も容易になる。そうすることで、お互いの考え

を知り、自分の学習に役立てることができる。タ

ブレットPCはこのような特長から協働教育に適

していると言える。

実証校（小学校）での研究成果として、協働教

育に関しては、前述のガイドラインの中で「協働

教育の場面別では、学級全体で話し合う場面、学

級全体で考える場面、また、相互に教え合う場面

が多く見られた。」
(15)

と報告され、上述のように

タブレットPCとインタラクティブ・ホワイト・

ボードを使う効果が立証されている。

ICTのこのような効果を考えると、ICTの「C」は

「Communication」だけではなく、「Collaboration,
共同、協力」の意味も含めてよいのではないかと

筆者は考えるしだいである。

ところで、協働教育（学習）については、ICT
の進歩がインフラの面から後押ししていると言え

るが、一方では学習観の変化にも依っているよう

である。これに関しては中原が「CSCL」

（Computer Supported Collaborative Learning：コ

ンピュータによって支援された協調学習）に関す

るレビュー
(17)

の中で、「従来の学習論では、学習

とは学習者個人の知識の蓄積であると考えられて

おり、教師の頭の中にある知識を、学習者の頭の

中へ伝達することが学習であり教育であると考え

られていた。これに対し「CSCL」は、知識を頭

の中だけではなく他者や道具との関係で注目しよ

うとする、状況的認知アプローチをとってい

る。」とし、さらに「協調学習とは、複数の学習

者同士がお互いにコミュニケーションをとりなが

ら学び合う（知識構築や問題解決を行う）ことで

あり、このような学習をコンピュータによって支

援しようとする研究活動が「CSCL」である。」と

している通りである。

このように学習観の変化で着目されてきた協調

学習に、タブレットPCというふさわしいツール

が出現し、表現は異なるが前述の「協働教育（学

習）」が取り入れられるようになってきたと、筆

者は考える次第である。ICTを用いた「協働教育

（学習）」の今後のさらなる実証研究が期待され

る。

４．おわりに～教師による工夫の必要性～

本稿ではICT活用推進の課題として、（１）ICT活
用と直接体験との調和、（２）学びのツールとして

のICT活用について述べた。最後に、(３)教師に

よる工夫の必要性について述べる。

これについて考える時、筆者はかつて教育界で
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しばしば用いられていた「教育方法改善」という

言葉を思い出す。たとえば鹿児島県教育センター

（現在県総合教育センター）の「指導資料」を調

べると、1971年９月発行の「教育方法 第４号」

において、「教育方法改善の原理」というテーマ

で解説がなされている
(18)

。そこでは「教育方法

を改善するという場合は、教師が児童・生徒の学

習に意図的・計画的にはたらきかけていく、その

はたらきかけ方を効果的にするためにくふうし、

改善していくということである。」としている。

実際、その頃の「指導資料」の「教育方法」には

「写真複写法によるTPの作り方」「教育機器と学

習指導の改善」「学校放送番組の活用」とか「フ

ローチャートの利用」「授業評価の技法」などの

テーマが扱われており、当時視聴覚教育、放送教

育や教育工学の手法を取り入れて、教師が授業を

工夫し改善する「教育方法改善」の動きが推進さ

れていたことがわかる（注3）。

ところが、学校にコンピュータが導入されるよ

うになると、教師の関心がそれを用いた授業方法

に向いてしまい、その結果、教師が自ら様々な工

夫をして授業を改善するという考え方が、相対的

に薄れてしまったのではないだろうか。その頃か

ら「教育方法改善」という言葉も学校では使われ

なくなり（注4）、現在のICT活用の時代には全くと

言っていいほど使われなくなったと筆者は感じて

いる（注5）。

しかし、そのことは単に「教育方法改善」とい

う用語が失われたというだけではなく、大事なも

のが失われたことを表しているのではないかと、

筆者は憂慮するものである。その大事なものと

は、コンピュータとかICTとかの「道具、手段」

を用いる前提としての「教師自らの主体的な授業

改善の工夫」ということである。すなわちいつの

時代にも「教育方法改善」は必要である。そのこ

とを図示したものが図６である。このことをあえ

て言葉を換えて言えば、「教育方法改善」はいつ

の時代にも必要な「不易」であり、視聴覚教材、

コンピュータ、ICT等の「道具、手段」は、その

時代に即した「流行」の部分になるのではないだ

ろうか（注6）。

ICTという一見万能に見える技術が教育界や社

会を席巻する勢いの今こそ、この普遍的な考え方

を大切にし、授業作りにおける教師の主体性を重

視してほしい、それが筆者の願いである。

【本文注】

（注１）本稿は筆者による「平成24年度第２回教

育実践セミナー（鹿児島大学教育学部附属教育実

践総合センター主催、平成25年３月８日）」にお

ける講演を元に、加筆しまとめたものである。

（注２）当該校の研究公開時に出された研究紀要

や学習指導案集に掲載された授業について、筆者

が試みに分類してみた。その結果、１年目の授業

と２年目の授業を比べると、「学習者にICTを使

わせる」ことをより多く意図した後者の方が、学

習者主体の利用が多い傾向にあることがわかっ

た。しかしこのことを正確に検証するには、全部

の授業について記録をとり、分析する必要があ

る。そこまでには至っていないので、本稿ではこ

こまでの報告にとどめる。

（注３）鹿児島県教育センター発行「指導資料」

の「教育方法」のテーマには次のようなものが見

られる
(19)

。これらは当時の視聴覚教育、放送教

育、教育工学の研究成果によっているものである。

写真複写法によるTPの作り方（第３号、通巻

第354号、1976年５月）、教育機器と学習指導の改

善（第７号、通巻第436号、1977年11月）、フロー

チャートの利用（第10号、通巻第536号、1979年

９月）、授業評価の技法（第12号、通巻第596号、

1980年９月）、学校放送番組の活用（第13号、通

巻第618号、1981年１月）、形成的評価を生かした

学習指導改善（第14号、通巻第647号、1981年９

月）、学習目標の明確化（第15号、通巻第669号、

1982年１月）。

図６：「教師による工夫」の必要性

今

昔

ＩＣＴ利用

コンピュータ利用

教
育
方
法
改
善

教育方法改善
教育方法改善

不易

流行
教師の工夫
が大切！

視聴覚教育
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（注４）鹿児島県総合教育センター発行の「指導

資料」には「国語第〇号」「社会第〇号」「教育相

談第〇号」「教育方法第〇号」というように、「第

〇号」の前に教科名や分野名が付けられている。

その部分を調べてみると教科名は変わらないが、

「教育方法」の部分は時代とともに変わっている

ことがわかる。「教育方法」以前には、視聴覚教

育や教育工学等の内容を扱っているのは「教科外

第〇号」とされていた。そして「教育方法」は、

1975年６月の「第１号、授業研究の一方法」か

ら、1998年１月の「第33号、インターネットを活

用した学習指導」まで発行されている。一方、

1986年９月に「情報処理教育第１号」が出され、

この「第10号」（1989年１月）から「情報処理第

10号」と名称が変わり、「第70号」（1999年１月）

まで続いた。その後、前述の「第33号」で終わっ

た「教育方法」と合体した形で「情報教育第7１

号」（1999年７月）に変わり、現在に至ってい

る。この「第71号」のテーマは「校内における簡

易なネットワークの紹介」であり、前述の「教育

方法第33号、インターネットを活用した学習指

導」と併せて考えると、この頃から学校でもネッ

トワークが使われ始め、「ICT」の時代に入って

きたことがうかがえる。

（注５）現在「教育方法改善」というキーワード

を用いてインターネット上で検索すると、大学で

の教育方法の改善に関するサイトが、検索結果の

上位に表示される。これは大学において最近FD
の一環として授業を改善するという動きが多いこ

とと関連していると思われる。

（注６）「教師による工夫の例」として筆者は

（注１）に記した講演の中で、かつて筆者が研

究・実践していた「ヤルキーズシステム」を紹介

した。これは問題演習の際の学習者の学習意欲を

喚起する手立てとして考案された学習方法であ

る。基本的な方法は一貫しているが、それに用い

る道具としては紙媒体のものから、コンピュータ

を使ったものまであり、その具体的方法は時代と

ともに進化している。しかし、「教師による工

夫」という点では変わらない考え方があり、「不

易と流行」の一例だと筆者は考えている。「ヤル

キーズシステム」についての詳細は、たとえば文

献(20)(21)を参照していただきたい。

【文献・URL】
※以下の中でURLは2013年８月６日現在で確認し

ているものである。

（１）園屋高志、学校におけるICT活用推進方策

の研究～管理職に対する啓発の観点から～、鹿児

島大学教育学部教育実践研究紀要、第22巻、2012

年12月、pp.125-139
（２）堀田龍也・木原俊行、我が国における学力

向上を目指したICT活用の現状と課題、日本教育

工学会論文誌、Vol.32、No.3、2008年12月、pp.
253-263
（３）文部科学省、学制百二十年史、「情報化へ

の対応」、

http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/others/
detail/1318326.htm
（４）西本三十二訳、デールの視聴覚教育、日本

放送教育協会、1980年４月、pp.33-53
（５）臨教審だより、1986年１月臨時増刊、第一

法規、p.95
（６）内閣府、第４回情報化社会と青少年に関す

る調査、2001年11月調査

http://www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/jouhou4/html/
html/mokuji.html#1-1
（７）内閣府、第５回情報化社会と青少年に関す

る調査、2007年３月調査

http://www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/jouhou5/index.
html
（８）日本新聞協会による新聞の発行部数と普及

度の調査結果、

http://www.pressnet.or.jp/data/circulation/circulation
05.php
（９）園屋高志、高等学校教科「情報」の新科目

における授業展開の研究、鹿児島大学教育学部教

育実践研究紀要、第20巻、2010年12月、pp.141-
152

（10）池上彰、学び続ける力、講談社、2013年１

月、p.160
（11）文部科学省、教育の情報化ビジョン～21

世紀にふさわしい学びと学校の創造を目指して

～、2011年４月、p.17
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http://www.mext.go. jp/b_menu/houdou/2 3 /0 4 /__
icsFiles/afieldfile/2011/04/28/1305484_01_1.pdf
（12）木原俊行、活用型学力を育てる授業づく

り、ミネルヴァ書房、2011年４月、pp.73-85
（13）総務省、フューチャースクール推進事業

http://www . soumu . go . jp/main_sosiki/joho_tsusin/
kyouiku_joho-ka/future_school.html
（14）文部科学省、未来を拓く学び・学校創造戦

略（学びのイノベーション事業）

http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__
icsFiles/afieldfile/2010/09/30/1297939_4_1.pdf
（15）総務省、教育分野におけるICT利活用推進

のための情報通信技術面に関するガイドライン

（手引書）2013～実証事業３年間の成果をふまえ

て～ 小学校版

http://www.soumu.go.jp/main_content/000218505.
pdf
（16）総務省、教育分野におけるICT利活用推進

のための情報通信技術面に関するガイドライン

（手引書）2013～実証事業2年目の成果をふまえ

て～ 中学校・特別支援学校版

http://www.soumu.go.jp/main_content/000218507.
pdf
（17）デジタル教材の系譜・学びを支えるテクノ

ロジー 第4回 魅せます、CSCLのすべて：1日で

わかる協調学習。これに中原淳氏のレビューがま

とめられている。

http://fukutake.iii.u-tokyo.ac.jp/archives/beat/
seminar/012.html
（18）鹿児島県教育センター、指導資料、教育方

法第４号、通巻第373号、1976年９月

（19）鹿児島県総合教育センターのホームペー

ジ、「カリキュラムセンター 指導資料」に掲

載。

http://www.edu.pref.kagoshima. jp/research/result/
siryou/top.html
（20）園屋高志・柳田修一・末武国弘、練習問題

の演習方式におけるヤルキーズシステムと他方式
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